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１．はじめに
Paton and Littleton [1940］は，会計基準（accounting standard）を「脈絡
ある，相互に斉整せられた，首尾一貫した理論体系（a coherent, coordinated
and consistent body and doctrine)1)」の具現であると位置づけた。当該著書
が書かれてから60年あまり経過したが，会計基準は，一般には首尾一貫した
会計理論に沿って規定されていると考えられることが多い。
しかし，Paton and Littleton [1940］が主張したように，会計基準は本当
に会計理論だけで支えられているのであろうか。1970年代のアメリカでは，
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1) Paton and Littleton [1940] p. vi（中島訳［1958］３頁）



























2) North [1990] p. 94（竹下訳［1994］124頁).
3) 経路依存概念の詳細については，中村［2002b］を参照。
4) 中村［2002a]；中村［2002b]。



















5) ソフトウェア収益認識については，AICPAより意見書第911（Statement of Posi-







(FASB [1985a] Paragraph 52)｡」
8) ｢詳細プログラム設計において規定されている要求を実行するためにコンピュー








ものは，連邦所得税申告に関わって，内国歳入庁 (Internal Revenue Service :
IRS）が1969年に公表した内国歳入庁歳入手続6921（Revenue Procedure




めに必要な段階を実行すること（FASB [1985a] Paragraph 52)｡」
10) ｢製品が顧客へ一般的に出荷可能となった後，誤謬を訂正し，又は製品を現在の
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Standards Board : FASB）は，研究開発費会計における会計処理の問題に対
処するため13)，1974年10月に財務会計基準書第２号（Statement of Financial
Accounting Standards No. 2 : SFAS No. 2)「研究開発費会計（Accounting for









12) Rev. Proc. 6921, CUM. BULL. 303 3.桜井編著［1993］34頁。
13) 当時，McDonnell Douglas社や Lockheed社などが巨額の研究開発費を資本化し
ており，研究開発費の資本化が問題となった。具体的には，中村［2002a］を参
照せよ。












FASBは，SFAS No. 2の曖昧な定義に対処するため，1975年２月に FASB
解釈書第６号（FASB Financial Interpretation No. 6 : FIN No. 6)「コンピュー
ター・ソフトウェアへの基準書第２号の適用（Applicability of FASB State-
ment No. 2 to Computer Software)」を公表し，ソフトウェア原価の解釈を個
別に解説している。FIN No. 6は，研究開発費であってもソフトウェアに代
替用途があるかぎり，資本化しなければならないことを明確にし17)，ソフト
ウェア原価に関する SFAS No. 2の解釈を次のように明らかにしている。
「審議会の基準書第２号に関する意図は，販売または管理活動のために
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(FASB [1974c] paragraph 8；植野編［1982］76頁)｣。
























18) FASB [1975] Paragraph 4；桜井編著［1993］146頁。












Exchange Committee : SEC）の活動である。
まず，民間組織である AICPA の専門委員会の活動から取り上げる。
AICPAのコンピューター・ソフトウェアの開発及び販売の会計に関する専
門委員会（Task Force on Accounting for the Development and Sale of Comput-
er Software）は，1982年にコンピューター・ソフトウェア及びサービス工業





Costs of Software for Sale or Lease」を FASBに送付することになる。この
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第２号8
20) FASB [1979] Paragraph 3.
21) ADAPSOは，1991年に Information Technology Association of America (ITAA）に
改名されている。
22) Morris, ed. [2001] p.p. 23.








４月14日にモラトリアム（SEC Release No. 336476）を発表する。このモ
ラトリアムは，1983年８月８日に財務報告通牒第12号（Financial Reporting
Release No. 12 : FRR No. 12)「外部者向け販売・リース用自社開発コンピュ
ーター・ソフトウェア原価の会計（Accounting for Costs of Internally Devel-
oping Computer Software for Sale or Lease to others)」として正式に決定さ
れることになる。









(FASB [1984] Paragraph 7；桜井編著［1993］148頁)｡」
25) ｢企業は，当該製品市場の範囲および期待される耐用年数を示唆する市場分析を
完了することによって，コンピューター・ソフトウェア製品市場があることを確




ること（FASB [1984] Paragraph 7；桜井編著［1993］148頁)｡」




ューター・ソフトウェア原価の会計（Accounting for the Costs of Computer



















28) FASB [1984] Paragraph 5；桜井編著［1993］147頁。








ment of Financial Accounting Standards No. 86 : SFAS No. 86)「販売・リース
・その他市販目的のコンピューター・ソフトウェア原価の会計（Accounting


















32) SFAS No. 2で提案された選択的資本化は，a.製品と工程の定義，b.技術的実現
可能性，c.市場性／有用性，d.経済的実現可能性，e.経営者の行動，f.純利益比




























33) FASB [1985] Paragraph 4；桜井編著［1993］150頁。


























ている（FASB [1985a] Paragraph 52)｡」
36) FASB [1985] Paragraph 85.
37) FASB [1985] Paragraph 6.





















問題提起書 資 本 化 資 本 化

























































38) Martin [1974] p. 119.主な企業は，IBM社，Honeywell社，Sperry Rand社，Bur-
roughs社，Control Data社，National Cash Register (NCR）社，Xerox Data Sys-
tem社，Digital Equipment社である。
39) McGee, ed. [1985a] p. v.
40) Martin [1974] p. 126 ; “The Software Explosion,” Business Automation 1968, Vol. 15,



















41) The Wall Street Journal, June 24, 1969, p. 38.
42) Fisher, McKie and Mancke [1983] p. 204.
43) ｢IBM社は，反トラスト訴訟が提訴される前に別売（unbundling）についての研
究報告で次のように述べた｡『今日発表した拡大的な変更は，同業者と政府から
の告訴その他を考慮したものである』と IBM社は，昨日述べた（The Wall Street
Journal, June 24, 1969, p. 38.)｡」
44) Fisher, McGowan and Greenwood [1983] は，IBM社のソフトウェア別売決定
(unbundling）が次の二つの理由のために起こったと主張している（Fisher,




45) Computerworld, June 19, 1989, p. 6.


























47) Martin [1974] p. 127.
48) Martin [1974] p. 127 (quoted in Memorandum re Capitalization of Software, January
15, 1969).
49) Martin [1974] pp. 128129.
フトウェア原価＝研究開発費＝即時全額費用化という会計思考の形成の起源
について検討する。
まず，ソフトウェア原価に関する SFAS No. 2 規定の検討に入る前に，























51) FASB [1985b] pp. 273, 479.
52) FASB [1974b] Paragraph 31..
れなければならない点を強調すべきであると提案する（General Tele-
phone and Electronics Corporation)53)｡」
「公開草案のいたるところで，コンピューター・プログラム原価の処理
に明瞭性が欠如している。Paragraph 6の定義と Paragraph 7の研究開発
に含まれる活動の種類は，コンピューター・ソフトウェアを含むと解釈
できるけれども，これは不明確である（Touche Ross and Co.)54)｡」



















53) FASB [1974b] p. 265.



























55) その他の代表的な資本化企業としては， International Telephone & Telegraph社
(ITT社）やManagement Science America社がある。
























1984, 12, 31, p. 124)。
59) ｢ライセンス・プログラム開発用の技術プランを作成する段階（FASB [1985b] p.
223)｣。
60) ｢プログラムに開発資金を投入するために初期明細書の定義とプログラム・プラ
ンの承認を行う段階（FASB [1985b] p. 223)｣。
61) ｢プログラム開発を継続し，アメリカ市場および非アメリカ市場へのマーケテ
ィングにコミットするに十分な適切な機能があるかどうかの合意を得る段階
(FASB [1985b] p. 224)｡」
62) ｢プログラム・コーディングとプログラムの証明テストを完了させ，発売発表を
行う段階（FASB [1985b] p. 224)｡」
63) ｢プログラムと必要テストを完了させ，プログラムを市場へと発売し，続行プロ
グラムと改良プログラムを再検討する段階（FASB [1985b] p. 225)｡」
64) ｢発売後６ヶ月から１年でプログラムの業績とコスト計画に適合するかどうかを



















は，同社の会計実務が SFAS No. 2にも準じており，自社のコーディングと
テストの資本化実務を次のように正当化している。
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65) FASB [1985b] pp. 226227.
66) この段階は，コーディング・テスト活動であり，次のような原価が含まれるとさ

































67) FASB [1985b] p. 232.
68) Miller, Redding and Bahnson [1999] pp. 124125.
しようとするであろう。

























69) Horwitz and Kolodny [1980] pp. 4751.
70) Aboody and Lev [1998] pp. 168169.




を考察する。なお，本稿の SFAS No. 86設定過程とは，SECのFRR No. 12






















72) Burns and Peterson [1982] p. 53.


















75) 財務報告指針概要書（Codification of Financial Reporting Policies)§218.02.a.
表４１ ソフトウェア原価の会計処理
購 入 自社開発
内部利用 再販売 内部利用 販 売
費 用 化 30 48 83 75
内）閉鎖会社 16 25 36 29
内）公開会社 14 23 47 46
資 本 化 58 40 5 13
内）閉鎖会社 21 12 1 8
内）公開会社 37 28 4 5




















れることを勧告しているわけではない」と述べている（FASB [1985b] p. 910)。
77) McGee, Williams and Frazier [1991] p. 281.
表４２ 公開草案に対する回答結果
団 体 資本化 費用化 分類不能 総 数
ソフトウェア産業 41 65 9 115
その他の産業 14 8 1 23
証 券 1 17 0 18
会 計 士 13 12 9 34
銀 行 0 1 0 1
政 府 2 0 0 2
そ の 他 5 6 6 17
















78) FASB [1985a] Paragraph 30.
表４３ 企業の反応

































79) FASB [1985b] p. 947.






81) FASB [1985] p. 554556.この点は，Morgan Stanley社（証券）が詳細にコメン
トしており，本稿もこれに従っている。
本化賛成企業が費用化賛成企業よりも少ないことがわかる。それにもかかわ




いまだ SFAS No. 86設定過程で資本化が優勢となる要因がはっきりしない。
特に，多数のソフトウェア産業と投資家（財務アナリスト）が反対しており，
ましてや当時の支配的な会計実務は費用化である。これに対して，FASBの






























第二は，公聴会における財務担当重役協会（Financial Executive Institute :








83) FASB [1985b] p. 496.
84) McGee [1985b] p. 61 ; FASB [1985b] pp. 207240 ; FASB [1985c] pp. 173196.公
聴会では，証言者の三分の一が費用化に賛成し，三分の二が資本化に賛成し，80
％以上の証言者が費用化賛成・詳細プログラムの資本化賛成のために公開草案に
反対した（McGee [1985b] p. 61)。



























86) IBM社のプログラム部門副社長 Earl Wheeler氏は,「開発過程は，設計と製造の
分離および業績管理がほとんどできない，interactive processであった（FASB
[1985c] p. 176)」と述べているが，｢今日では設計活動と製造活動を区別できる
ツールとディスプリンがある（FASB [1985c] p. 179)」と述べている。




















IBM 社，Management Science America 社。資本化／interactiveAGS Computer
社（ADAPSO の前議長会社および財務方針委員会の議長会社)，Information
General 社，Mid-Continent Computer Service 社。費用化／interactiveCullinet




linear process interactive process 合 計
資本化 8(4) 13(9) 21(13)
費用化 0 41 41
分類不能 0 1 1













た。ここでは，実際の SFAS No. 86設定過程を考察することでより具体的な
内容に触れたいと思う。
まず，証券取引委員会（SEC）は，モラトリアムを発表した際に財務報告
指針概要書（Codification of Financial Reporting Policies）の中で，財務アナ
























90) 財務報告指針概要書（Codification of Financial Reporting Policies)§218. 02. a）





表明意見 意見数 支 持 理 由 意見数（複数回答)
資 本 化 1 ソフトウェアの資産価値が株価に反映されていない 1








































































































































































94) Aboody and Lev [1998] p. 162 (quoted in SPA Letter, March 14, 1996, p. 5). Aboody















へと転換している。その結果，③の会計思考が SFAS No. 86として普及する
ことになり，ソフトウェア原価の一部は，製造原価として資本化されるよう
になったのである。したがって，ソフトウェア原価に対する「製造原価」と
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This paper examines the establishment of accounting standards. According
to Paton and Littleton, accounting standards should be expressed “a coherent,
coordinated and consistent body and doctrine (Paton and Littleton [1940] vi).”
However, accounting standards was politicized in 1970s, which created renewed
interest in the opinions and work of Paton and Littleton. Accountants and ac-
counting researchers explored how to explain accounting standards (ex. eco-
nomic consequences).
In this paper, accounting standards are examined to determine whether they
can be explained by the concept of path dependence. We consider whether ac-
counting standards are explained by the concept of path dependence. Path de-
pendence, according to North (1990, p. 94), is defined as “the consequence
of small events and chance circumstances” that can determine solutions that,
“once they prevail, can lead to a particular path.” According to the concept of
path dependence, accounting standards can be explained in terms of historical
events rather than by consistent accounting theories. Then, the history of SFAS
(Statement of Financial Accounting Standards : SFAS) No. 86 (Accounting for the
Costs of Computer Software to Be Sold, Leased, or Otherwise Marketed, 1985) is ex-
amined to determine whether it can be explained by the concept of path depend-
ence.
Before the publication of SFAS No. 86, many companies assumed that software
costs were a part of the research and development (R & D) effort. Therefore,
software costs were considered to be expenses, according to SFAS No. 2 (Ac-
counting for Research and Development Costs, 1974). However, a few companies,
such as, for example, IBM, considered software costs to be a part of manufactur-
ing costs. IBM was developing the capitalization of software costs from the origi-
Path Dependence of Accounting for the Costs of
Computer Software in the United States
Tsunehiko NAKAMURA
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nal business practice. Through path dependency learning process, two cogni-
tions about asset or expense came into existence in themselves. Then cognitions
conflicted in the arena of SFAS No. 86 establishment process. The result is
SFAS No. 86.
